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  　 福祉協働コミュニティを創出する原動力にかんする四つの要件：
  ① 地域社会が住民の地域福祉要求や不満・ニーズを顕在化させ、それを共有しあ
う力を保有していること。
    くわえて、国会・内閣や都道府県および市町村の議会や行政機構・組織へのソ
ーシャルアクションの力量が醸成され、それを保持していること（運動力）
  ② 地域社会が地域福祉ニーズにもとづき、公的施策につないでいく自主的、協働
的かつ先駆的開拓的な民間社会福祉事業やインフォーマルな社会福祉事業を生
み出す自己対応力（解決力）を培い育んでいること（事業力）
  ③ 民間地域福祉事業（一部は公的地域福祉の施策化をめざす）の開拓につながる
地域・近隣での助けあい活動および事業・行事の実施（一部には共同募金配分
事業がある）などをつうじての自己防衛力を保有していること（生活防衛力）
  ④ 上記の三つを連動させた「福祉協働コミュニティ活動計画」の立案および議
会・行政への政策提案・提言を編み出す作業体制と事務作業能力を保有してい
ること（政策立案力）
9） 「福祉協働コミュニティ」は芝田による造語である。その概念は真田是理論に
依拠している。
10） 三塚武男『生活問題と地域福祉』、1997 年
 〈キーワード〉住民自治、地域主権、社会福祉基礎構造改革

